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( 1 ) Association とは「団体、協会、組合、結社」などと複数の意味で訳さ
れるため、本稿ではアソシエーションと訳し、「団体、組合」という意味と
同義語で解釈する。














原告、ジャン・ユーグ=マテリィ (Jean-Hugues Matelly) は現役ジャン
ダルムリ中佐であり、フランス国立科学研究センター (CNRS) の共同研
究員であった。彼は 2007 年 4 月、インターネット上において「ジャンダ










2008年 4 月 6日にマテリィは当該アソシエーション設立をジャンダル
ムリ総局に知らせた。その際に彼は当該アソシエーションが市民との対話








同年 5 月 28日にマテリィはジャンダルムリ総局総監へ事の次第を知ら
せるため、軍人義務に照らして同アソシエーションの規約目的にある不明
確な列挙を修正する用意があることを伝えた。同年 6月 5日にマテリィは
アソシエーションを辞任した。同年 7 月 26日には同アソシエーションの
執行部は規約にある「ジャンダルムリ隊員のモラルと経済的な状況を守





(2) 事件概要：ADEDROMIL (軍人の権利擁護アソシエーション) 対フ
ランス政府
( 8 )
原告である「軍人の権利擁護アソシエーション」は 2001 年 4 月にバボ















る陸軍下士官の擁護に専念した。同年 11 月 22 日に、週刊誌「LE
POINT」に同アソシエーションの記事が掲載された。
同年 11 月 28日、国防省大臣官房長はフランス軍参謀本部に軍人の総合











2003年 3月 12 日に当該管轄裁判所所長はその管轄権を拒絶し、提訴人
を行政命令の管轄裁判所への提訴を促した。
当該アソシエーションは国務院に対して国防省が出した 3 つのデクレに











する防衛法典 L. 4124-4 の条文は軍人が軍人の職業的利益の保護を目的と
するその他団体に加入することの障害を作るのではなく、同条約第 11 条
の規定内で正当な制限を構成する。」と判断した。






























































































































( 3 ) Gendarmerie を憲兵隊と訳すことが多いが、現在では憲兵業務がほとん
どなく、司法・行政警察活動が大多数を占める中で、英語で言うところの憲
兵 (Military Police=MP) と訳すことが適切かに鑑み、本稿ではジャンダ
ルムリと訳する。
( 4 ) Affaire Matelly c. France (Requête n 10609/10)









( 7 ) また、マテリィとその他メンバーで現役のジャンダルムリ隊員は 2010 年
2 月 26日、辞任命令が権限濫用である旨、行政訴訟を提訴し、国務院はそ
の訴えを棄却した。この行政裁判最高審判決を受け、2010 年 3月 12 日付大
統領デクレにより、マテリィは軍人登録抹消 (radiation des cadres) の対象
とされた。これは軍籍を抹消、つまり軍人としての地位を喪失させる最高の
懲戒処分である。同氏は直ちに当該決定の停止と取消、そしてジャンダルム
リへの復帰を求める行政訴訟を提起した。同年 4 月 29日に国務院急速審理
部は同デクレの一部を停止し、給料支払いと官舎への居住継続が認められた。
2011 年 1 月 11 日に国務院は当該大統領デクレを取消した。
( 8 ) Affaire ADEFDROMIL c. France (Requête n32191/09). ADEDROMIL と
はAssociation de défense des droits des militaires の略である。




(10) 欧州人権条約第 11 条の 1「全ての者は、平和的な集会の自由及び結社の
自由に対する権利を有する。この権利には、自己の利益の保護のために労働












(13) http : //actu.dalloz-etudiant.fr/a-la-une/article/la-liberte-syndicale-du-militaire-
la-fin-de-linterdiction-absolue/h/3b9a6b8b993813c71bc131f36d61350b.html
(14) 国際的な枠組みとして国際労働機関 (ILO)「1948年の結社の自由及び団
結権保護条約 (第 87 号)」、「1949年団結権及び団体交渉権についての原則
の適用に関する条約 (第 98号)」においても警察、軍隊への労働基本権適用
が国内法で制限され得ることが明記されている。






















































































































































(CSFM : Conseil supérieur de la fonction militaire) や最高軍事職務会議を補







































(22) Cour de Cassation, Chambre mixte, du 10 avril 1998, 97-17.870, Publié au
bulletin
(23) Cf. Jean-Louis Loubet del Bayle, “Le syndicalisme policier en France”,
Revue Internationale de Criminologie et de Police Technique et Scientifique,
2007, no 2, pp. 226-235.
187(156)
